
税税の申告は正しくお早めにの申告は正しくお早めに
市民税・県民税の申告に関する ／課税課　☎463-2852～3

確定申告に関する ／朝霞税務署　☎467-2211

●令和６年度（令和５年分）の申告受付
日時／２⺼16日㈮～３月15日㈮　午前９時～午後４時
※土・日曜日、祝日を除く。ただし、２月25日㈰は受け付けを行います。
会場／市役所５階　大会議室
※例年２回開設していた休日申告受付は、税務署の休日開庁日減少に伴い１回に変更になります。
⃝事業・不動産・譲渡所得、所得税の住宅借入金等特別控除の申告は、税務署で行ってください。

●申告に必要なもの
①前年の収入がわかるもの
　給与所得の源泉徴収票・公的年金等の源泉徴収票、帳簿類など収入金額や必要経費等が証明できるもの
②各種控除（※）を受ける方は、控除額を証明する書類
※社会保険料控除、生命保険料控除、地震保険料控除、医療費控除、寄附金控除　など
③マイナンバーカード
　マイナンバーカードをお持ちでない方は、マイナンバー記載のある住民票等と本人確認資料（運転免許証など）
④利用者識別番号（税務署等からのはがきまたは通知）
　番号をお持ちでない場合は、申告受付時に作成します。

●上場株式等の配当等所得または譲渡等所得の申告をされる方へ
　上場株式等の配当等所得や譲渡等所得（源泉徴収のある特定口座取引分に限る）について、所得税と市民税・県
民税で異なる課税方式（総合課税・申告分離課税・申告不要）を選択することができます。市民税・県民税納税通
知書が送達されるまでに、異なる課税方式を選択する旨の市民税・県民税申告書の提出等が必要です。なお、課税
方式を変更する場合には、特定口座年間取引報告書等の提出を求めることがあります。詳しくは、課税課までお問
合せください。
※税制改正により、異なる課税方式が選択できるのは、令和５年度（令和４年分）までとなります。

●郵送での申告書の提出にご協力ください
　市民税・県民税申告書記入の際は、右のコードから「申告書記入例」をご参照ください。
　ご不明な点がありましたら、お手元に申告書類をご用意のうえ、お問い合わせください。
※昨年度、市民税・県民税の申告をされた方には２月１日㈭に発送します。
※市民税・県民税の申告書が必要な方は、個別に郵送しますのでご連絡ください。 ≪申告書記入例≫

●申告が必要な方（詳しくは、右のコードからご確認ください）
収入のない方や非課税所得（遺族・障害年金、失業給付金など）のみの方のうち
　同一世帯のどなたかの扶養（健康保険の扶養とは異なります）になっていない方　など
給与所得者の方のうち
　給与所得以外の所得がある方や勤務先から市役所へ「給与支払報告書」が提出されて
いない方　など
公的年金を受給している方のうち
　公的年金以外の所得が20万円を超える方　など
営業・不動産・農業・雑所得（公的年金以外）・一時所得などがあった方
※ふるさと納税のワンストップ特例を申請した方であっても、申告が必要な方はワンストップ特例の適用がなくな
ります。寄附金控除として併せて申告をしてください。

≪申告が必要な方≫

●「医療費控除の明細書」の事前作成をお願いします
　事前にご自宅等で医療費控除の明細書を作成してください。医療費控除を適用するには
明細書等が必要です。明細書が必要な方は、右のコードからダウンロードしてください。
　なお、申告会場で作成される場合、受け付けまでに時間がかかる可能性があります。

≪医療費控除の明細書
や扶養について≫
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議会中継・録画配信

ライブ映像 録画映像

議会の詳細は会議録で

または

会議録

次回定例会の予定

給付の対象者の拡大と事務改善について
大橋正好議員 昨年からの補正5万円と今年の3万円、
これからの7万円、すべて非課税世帯への補助交付金
です。今は物価高騰の影響で苦しんでいるのは非課税
世帯ばかりでない、もっと市民への考えはないので
しょうか。さらに補助金支払いのために需用費、役務
費、委託料、電算システム委託料、コピー借上料が必
要になっています。1回のみのリースや消耗品の数々
です。この予算が2,150万円計上されており、無駄
な部分なのではないかと思います。このことについて
工夫や知恵は出せないでしょうか。
福祉部長 非課税世帯以外の支援について、前回は市
の単独事業として推奨メニューの中から、低所得世帯
支援として均等割のみの課税の方に対しても支給はし
ましたが、今回は国の状況がまだ明確ではないことか
ら、国から示された非課税世帯支援だけに限らせてい
ただきました。また、予算計上は、決して無駄遣いは
しないように取りまとめた形で、事務改善も含めて対
応しており、なるべく少ない経費で行なうよう努めて
います。かかる経費は、ご指摘のように、委託料など
を計上していますが、必要最低限の金額で執行する予
定です。

物価高騰への追加対策を全世帯にしてほしい
外山麻貴議員 電気・ガス・食料品の値上げに対して、
国の政策で住民税非課税世帯に夏の3万円に足して、
7万円の追加支給があるとのことですが、夏の3万円
は所得税均等割のみ課税世帯、1,058世帯に市独自
で拡大給付しました。これまでこのような支援は非課
税世帯約1万1,700世帯のみの支給がほとんどです
が、物価高騰で生活が大変なのは皆さん同じなので、
例えば11月から2月まで水道料金の基本料金半額の
ような全世帯が対象になる対策は今回無いのでしょう
か。
市長公室長 住民税の均等割のみ課税世帯に対する給
付も含めた新たな推奨事業メニューは、国や県等の状
況を踏まえ、今年度すでに実施しているものもいくつ
かありますので、その状況や効果、また市全体の支援
事業のバランス等に配慮しながらエネルギー価格、ま
た物価高騰の影響を受けた生活者、また事業者に対し
て効果的と考えられる支援を行っていきたいと考えて
います。

本補正予算以外の臨時交付金予算化の見通し
本田麻希子議員 本補正予算に計上されている事業の
ほかに、国からの臨時交付金による事業の予算計上に
ついて進捗状況をお伺いします。
市長公室長 臨時交付金の推奨事業メニューは、現在、
国から1億7,128万4千円という金額が示されていま
す。今後のスケジュールは、庁内に12月8日の締め
切りで事業調書の依頼をしており、実施時期も合わせ
て検討しています。
年末年始の親切心はどこまで発揮されるか
黒川滋議員 臨時会を開いてまでの給付事務は、年内
支給を目指す市の親心のようなものだが、今年は12
月29日に閉庁したら、1月4日、5日に開庁した以
外、1月8日まで長期間に渡る閉庁となるなか、この
給付金以外の生活困窮関連の施策に対して親心はどの
うように反映されるのか。
福祉部長 年末年始の閉庁中、生活保護や、福祉関係
の相談があった場合には、連携対応できるような体制
は整えてまいります。

議会からのお知らせ

市議会では、インターネットで本会議における会議
の模様をライブ映像および録画映像により公開してい
ます。

市議会の審議内容を詳しくお知りになりたい方は、
市政情報コーナー（市役所別館4階）のほか、図書館
または各公民館図書室で会議録をご覧ください。市
ホームページからもご覧いただけます。
なお、常任委員会の会議録も図書館または市ホーム

ページからご覧いただけます。
※今回の会議録は、2月下旬に公開を予定しています。

次回定例会の開会は、2月21日㈬午前9時からの
予定です。
※請願の提出は、2月14日㈬午後5時までにお願い
します。

議 会 だ よ り
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